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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

＜料金表＞ 消費税抜き

メ ー タ 口 径

13mm 以 下

20mm

25mm

30mm

40mm

50mm 以 上

計 画 給 水 人 口 2,510

現 在 給 水 人 口 1,844法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

適用（令和6年度より）

㎥／日

平 成 26 年 4 月 1 日

施 設 利 用 率 62.5

　料金体系は、旧八雲町と旧熊石町の合併に伴い、上水道事業と簡易水道事業で統一され、口径別に設定され
ています。

策 定 日 ：

年度
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八雲町　　　　　　　　　　事業経営戦略
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団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

八雲町

熊石簡易水道事業

計 画 期 間 ：

5

～

管 路 延 長

0.63

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 30 年 12 月 20 日

水 源

別添１－２

2,440

事業の現況

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他

水 道

簡易水道



④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

簡易水道事業の職員数の推移を図1に示します。近年の職員は2人のみであり、簡易水道事業以外にも下水道事業や道路整備事業等にも従事
していることから、業務量に対して職員数が常時不足している状況と言えます。

これまでの主な経営健全化の取組

　浄水場管理業務の民間委託や、臨時職員を雇用し行っていた水道メータ検針業務の委託化など一部業務の委託化を進めてきたほか、料金収
納の口座振替推進による経費の縮減などを行ってきました。
また、配水管布設、施設整備等の各種建設改良工事においては、複数個所を一つの工事として発注することや、下水道工事や道路改良工事と
の同時施工、メータ交換の発注手法の変更による建設改良費の削減などを実施してきました。
　その他にも、広域化の検討として「北海道水道広域化推進プラン（令和5年3月，北海道）」の策定の際に、水道事業者等からなる「北海道水道
広域化推進プラン策定に向けた地区別検討会議」へ参加している状況です。

※経営比較分析表を参照

*1　水道事業の広域化とは、水道法（昭和32年法律第177号）第２条の２第２項の市町村の区域を超えた広域的な水道事業者間の連携等に当たるものである。その具体
的な方策としては、経営統合（事業統合及び経営の一体化をいう。以下同じ。）、浄水場等一部の施設の共同設置や事務の広域的処理等がある。

図1　職員数の推移
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２．将来の事業環境

（１） 給水人口の予測

図2　行政区域内人口の推移

　八雲町全体の行政区域内人口は、第2期八雲町まち・ひと・しごと創生 人口ビジョン・総合戦略（令和2年3月）の中で示される目標値のベースと
なった推計値を採用します。行政区域内人口は減少傾向であり、計画期間最終年である令和15年度においては11,472人まで減少する見込みで
す。
　簡易水道事業の給水普及率はすでに高い状況にあり、未普及世帯は町内各所に点在するため、今後管路整備等で大きく普及率を上昇させる
ことが難しいと考えられます。そのため、給水人口は行政区域内人口と同様に減少する見通しとなります。

図3　給水人口の推移
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（２）

　有収水量については、用途別に見た場合に、病院の建設等による影響を受けて増加する水量もありますが、有収水量全体としては、給水人口
の減少に伴って減少する見通しとなります。
　有収率・有効率実績が近年減少傾向にあり、今後は管路更新・修繕等を計画的に実施することで、それらの改善を目指していきます。有収率・
有効率が改善することを見込んだ場合にも給水量は減少傾向となり、計画期間内においても大幅に減少してしまう見通しとなります。

図4 有収水量の推移

図5　給水量の推移

水需要の予測

R 6

466 

R 15

343 

0

100

200

300

400

500

600

700

H 25 H 27 H 29 H 31/R
1

R 3 R 5 R 7 R 9 R 11 R 13 R 15

有収水量

実績 推計

（m3/日）

R 6

1,291 

R 15

640 

R 6

2,092 

R 15

1,037 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H 25 H 27 H 29 H 31/R
1

R 3 R 5 R 7 R 9 R 11 R 13 R 15

一日平均給水量及び一日最大給水量

一日平均実績 一日平均推計 一日最大実績 一日最大推計

（m3/日）



（３）

（４）

図6　料金収入の推移

料金収入の見通し

　有収水量の減少に伴って料金収入は減少してしまいます。水道事業は独立採算が原則であることから、料金収入により事業を運営するために
は、料金改定の実施等で収益を確保していく必要があります。

　熊石簡易水道事業の職員数は、令和4年度時点で常勤職員が2名の体制で運営しています。今後も同様の組織体制となる見通しであります
が、職員は水道以外の業務との兼務を行っているため、運営体制の見直しを行うことが望ましいです。
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３．経営の基本方針

　経営戦略の基本方針、基本目標については、現行の水道ビジョンの基本理念、基本目標とします。

（経営理念）

(基本目標)

安全：いつでも良質な水を供給する水道 
目標設定 説明 

水源汚染リスクの監視・管理の強化 「水安全計画」を策定し、取水から給水までの全ての過程において、安全な水を脅かす要

因を抽出し、これに対して、適切に対応可能とする。 

適切な水質検査の実施 水質検査の項目・精度・検査回数等について確認し、今後も適切な水質検査を実施する。 

安全に関する情報公開 水質検査結果や水安全計画など、安全に関する情報を広報やホームページで公表する。 

水道未利用者への水道利用の啓発 飲用井戸等小規模自家用水道設置者に、安全・安心な八雲町の水道をアピールし、水道

利用の啓発に努める。 

強靭：どんなときでも確実に水を供給する水道 

目標設定 説明 

耐震化計画策定の検討 今後、水道施設・管路の耐震診断、耐震補強について、どのように進めてくかを検討し、

「耐震化計画」として取りまとめる。 

水道施設の耐震性能の把握 水道施設の耐震診断を実施し、有する耐震性能を明らかにする。 

施設・管路の耐震化 水道施設・管路について計画的に耐震化する。 

応急給水体制及び応急活動体制の構

築 

被災した場合の応急給水や応急活動を円滑に実施するための体制を構築する。 

災害時指揮命令系統の理解度向上 防災訓練の実施等を行うことにより、災害時指揮命令系統の理解度向上を図る。 

災害時の資機材調達体制の構築 災害時の通信手段、燃料・復旧用資機材・浄水薬品等の備蓄・確保について検討を行う

ほか、これらの資機材の調達体制を構築する。 

耐震化事業及び応急給水に関する町

民理解度向上 

各種メディアの活用や地域住民との共同防災訓練を行うことにより、耐震化事業や応急

給水に関する町民理解度を向上する。 

持続：いつまでも安定して水を供給する水道 
目標設定 説明 

水道施設の再構築 経年化が進んだ施設は、水需要の減少を考慮した適切な規模に改築・更新を行う必要が

ある。また、安定取水のため予備水源の確保も検討した上で、これらを考慮した施設整

備計画を策定し、水道施設の再構築を進める。 

健全な経営の維持 アセットマネジメントの観点から、中長期的な経営状況を予測した上で、健全な経営を

維持するための方策（水道施設更新事業の在り方、資金調達方法、水道料金の最適化等）

について検討する。 

職員の技術力・組織力の強化 水道事業を適正に運営していくために、職員の技術力の強化や適切な組織体制の構築を

行う。 

広域化への取組の検討 事業運営の効率化を図るため、近隣水道事業体との広域化の取組について検討する。 

 



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

  （3）国（都道府県）補助金

 （2）企業債

 （1）給水収益

 （4）他会計出資金

 （5）他会計補助金

 （6）工事補償金

給水収益＝供給単価×有収水量
供給単価は令和4年度実績値一定を基本ケースとし、純利益や補てん財源残高がマイナスとなる場合に料金改定
率を考慮します。
令和5年度については、予算値とします。

令和15年度までは既往の計画通りとします。

熊石簡水は補助金対象ではありますが、既往の計画の中での想定は無しとします。

一般会計からの繰入を想定し、総務省の通知に基づいて設定します。
3条繰入金は当年度支払利息、4条繰入金は当年度元金償還に対して55%で設定します。

一般会計からの繰入を想定し、総務省の通知に基づかない金額（基準外繰入）とします。
令和5,6年度は予算額を計上し、令和7年度以降はシナリオごとに設定します。

近年の実績がないため考慮しません。

目 標

目 標
・企業会計移行に伴い、料金回収率100%を目指します。
・基準外繰入は可能な限り縮減します。

②　収支計画のうち財源についての説明

経営戦略の計画期間（10年間）において、総事業費54,821千円を見込んでいます。

浄水及び取水施設改修事業
　期間　：R6～R7
　事業費：26,071千円
　
量水器更新工事
　期間　：R6～R15
　事業費：28,750千円

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

漏水対策の実施により有効率、有収率の改善（R15有効率目標値：54.8%）を図ります。



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

 （8）減価償却費 既存資産と新規取得資産の減価償却費を計上します。固定資産台帳より既往分を算定します。

 （9）資産減耗費
主に固定資産除却費で、当年度工事により変化するものであるため、令和6年度より企業会計移行する熊石簡水
については、実績がないため0円で設定します。

 （10）その他営業費用
令和4年度実績と平成30～令和4年度までの5年間の実績平均値を比較して高額となる方を一定値で設定します。
令和5年度については、決算見込の値とします。

 （3）薬品費
薬品費単価（円/m3）×年間給水量
薬品費単価は平成30～令和4年度までの実績平均に物価上昇率0.5%／年。
令和5年度については、決算見込の値とします。

 （4）修繕費
修繕費は平成30～令和4年度までの実績平均に物価上昇率0.5%／年を見込みます。
令和5年度については、決算見込の値とします。

 （5）材料費
令和4年度実績と平成30～令和4年度までの5年間の実績平均値を比較して高額となる方を一定値で設定します。
令和5年度については、決算見込の値とします。

 （6）委託費
令和4年度実績と平成30～令和4年度までの5年間の実績平均値を比較して高額となる方を一定値で設定します。
令和5年度については、決算見込の値とします。

 （7）受託工事費

令和6年度予算額を基本に物価上昇率0.5%/年を見込みます。
令和5年度については決算見込、令和6年度については予算額の値とします。

 （11）支払利息

既発行分と新規発行分の企業債償還予定額を計上します。

令和4年度実績と平成30～令和4年度までの5年間の実績平均値を比較して高額となる方を一定値で設定します。
令和5年度については、決算見込の値とします。

 （13）特別損失 近年の実績なしのため考慮しません。

近年の実績なしのため考慮しません。

 （15）その他資本的支出 近年の実績なしのため考慮しません。

 （2）動力費
動力費単価（円/m3）×年間給水量
動力費単価は平成30～令和4年度までの実績平均に物価上昇率0.5%／年。
令和5年度については、決算見込の値とします。

 （14）元金償還金

 （1）人件費

既発行分と新規発行分の企業債利息を計上します。

 （12）その他営業外費用



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

・進捗管理（モニタリング）
毎年度決算確定後に本経営戦略の目標達成状況を評価するとともに、策定時点の財政収支見通し
と各年度の決算値を比較して評価します。

・見直し（ローリング）
社会情勢の変化を踏まえ、5年に1回のペースで経営戦略を見直し、改定します。
見直し、改定にあたっては、計画と実績値の乖離とその原因を分析し、その時点の関連計画を踏ま
えた投資・財政計画の策定と料金水準の見直し等について検討します。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

将来的に小規模施設を廃止し、維持管理の負担を軽減します。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

施設更新に合わせてポンプ容量等を見直し、更新に係る費用を抑制します。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）に よる
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特になし。

建設改良費に応じて借り入れるものとします。

安定経営に向け、必要に応じて一般会計より繰入れます。

近隣事業体との連携を図り、広域連携の可能性やメリットを検討していきます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　広 域 化

収支の状況、また、財政シミュレーションにより、供給単価や給水原価等の適切な把握に努め、安定経
営に向け、令和7年度に10%の料金改定を実施する見込みです。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組 特になし。

企 業 債

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

特になし。

繰 入 金

浄水場の運転管理の第三者委託を実施し、職員の業務量の低減を図ります。

ダウンサイジングを考慮したアセットマネジメントを検討し、更新費用の削減に取り組みます。

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
１． (A) 39,380,499 37,921,953 36,385,000 35,714,496 38,088,690 36,749,052 35,589,715 34,320,959 33,148,776
(1) 39,087,992 37,678,025 36,289,000 35,470,568 37,844,762 36,505,124 35,345,787 34,077,031 32,904,848
(2) (B)
(3) 292,507 243,928 96,000 243,928 243,928 243,928 243,928 243,928 243,928

２． 825,715 767,531 764,000 75,115,531 25,757,922 25,824,657 24,883,861 23,227,369 21,282,564
(1) 0 0 0 37,337,000 1,066,016 1,132,751 1,036,758 955,226 874,440

0 0 0 37,337,000 1,066,016 1,132,751 1,036,758 955,226 874,440
0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 0 0 0 37,011,000 23,924,375 23,924,375 23,079,572 21,504,612 19,640,593
(3) 825,715 767,531 764,000 767,531 767,531 767,531 767,531 767,531 767,531

(C) 40,206,214 38,689,484 37,149,000 110,830,027 63,846,612 62,573,709 60,473,576 57,548,328 54,431,340
１． 24,436,910 23,326,836 30,039,000 100,407,777 96,557,047 95,656,809 93,129,216 88,375,345 82,982,865
(1) 7,314,636 7,303,372 7,498,000 8,873,000 8,917,365 8,961,952 9,006,762 9,051,795 9,097,054

7,314,636 7,303,372 7,498,000 8,873,000 8,917,365 8,961,952 9,006,762 9,051,795 9,097,054
(2) 17,122,274 16,023,464 22,541,000 22,395,777 22,021,441 21,655,478 21,353,522 21,054,662 20,800,737

0 5,626,936 6,322,000 4,815,818 4,457,026 4,105,812 3,814,398 3,525,660 3,278,890
1,868,753 1,522,905 1,837,000 1,954,696 1,964,469 1,974,292 1,984,163 1,994,084 2,004,055

0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 379,080 120,000 320,427 295,110 270,538 250,125 230,082 212,956

15,253,521 8,494,543 14,262,000 15,304,836 15,304,836 15,304,836 15,304,836 15,304,836 15,304,836
(3) 0 0 0 69,139,000 65,618,241 65,039,379 62,768,932 58,268,888 53,085,074

２． 2,582,164 5,044,270 4,995,000 4,884,700 4,614,911 4,736,248 4,561,715 4,413,475 4,266,590
(1) 2,582,164 2,367,570 2,267,000 2,208,000 1,938,211 2,059,548 1,885,015 1,736,775 1,589,890
(2) 0 2,676,700 2,728,000 2,676,700 2,676,700 2,676,700 2,676,700 2,676,700 2,676,700

(D) 27,019,074 28,371,106 35,034,000 105,292,477 101,171,958 100,393,057 97,690,931 92,788,820 87,249,455
(E) 13,187,140 10,318,378 2,115,000 5,537,550 △ 37,325,346 △ 37,819,348 △ 37,217,355 △ 35,240,492 △ 32,818,115
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0

13,187,140 10,318,378 2,115,000 5,537,550 △ 37,325,346 △ 37,819,348 △ 37,217,355 △ 35,240,492 △ 32,818,115
(I) 0 0 1,746,000 7,283,550 △ 30,041,796 △ 67,861,144 △ 105,078,499 △ 140,318,991 △ 173,137,106
(J) 0 0 0 0 0 0 0

(K) 65,202,000 65,766,000 67,432,814 69,053,564 66,630,566 63,354,578 45,977,912
32,601,000 32,883,000 33,716,407 34,526,782 33,315,283 31,677,289 22,988,956

0 0 32,601,000 32,883,000 33,716,407 34,526,782 33,315,283 31,677,289 22,988,956
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 39,380,499 37,921,953 36,385,000 35,714,496 38,088,690 36,749,052 35,589,715 34,320,959 33,148,776

(N)

(O)

(P)

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

本年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

長 期 前 受 金 戻 入

令和11年度

そ の 他
営 業 外 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

特 別 利 益

修 繕 費
材 料 費
薬 品 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

う ち 未 払 金

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

20 △ 79 △ 185 △ 295 △ 409 △ 522累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） 0 0 5

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)
健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　　度

区　　　　　　分
１． (A)
(1)
(2) (B)
(3)

２．
(1)

(2)
(3)

(C)
１．
(1)

(2)

(3)
２．
(1)
(2)

(D)
(E)
(F)
(G)
(H)

(I)
(J)

(K)

( I )
(A)-(B)

(L)

(M)

(N)

(O)

(P)

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他
営 業 外 収 益

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

そ の 他
収 入 計

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費

特 別 利 益

修 繕 費
材 料 費
薬 品 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

う ち 未 払 金

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
流 動 負 債

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額
営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)
健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額
健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

（単位：円，％）

32,060,321 30,972,094 30,050,864 28,962,409
31,816,393 30,728,166 29,806,936 28,718,481

243,928 243,928 243,928 243,928
19,269,220 18,429,963 18,189,135 17,744,912

798,315 733,126 673,712 627,105
798,315 733,126 673,712 627,105

0 0 0 0
17,703,374 16,929,306 16,747,892 16,350,276

767,531 767,531 767,531 767,531
51,329,541 49,402,057 48,239,999 46,707,321
77,435,906 75,198,953 74,583,090 73,387,625
9,142,540 9,188,252 9,234,194 9,280,365

9,142,540 9,188,252 9,234,194 9,280,365
20,568,871 20,359,462 20,180,883 20,000,633
3,052,641 2,847,305 2,670,771 2,492,512
2,014,075 2,024,145 2,034,266 2,044,437

0 0 0 0
197,319 183,176 171,010 158,848

15,304,836 15,304,836 15,304,836 15,304,836
47,724,496 45,651,238 45,168,014 44,106,627
4,128,182 4,009,656 3,901,631 3,816,891
1,451,482 1,332,956 1,224,931 1,140,191
2,676,700 2,676,700 2,676,700 2,676,700

81,564,088 79,208,609 78,484,721 77,204,516
△ 30,234,547 △ 29,806,552 △ 30,244,722 △ 30,497,195

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

△ 30,234,547 △ 29,806,552 △ 30,244,722 △ 30,497,195
△ 203,371,654 △ 233,178,205 △ 263,422,928 △ 293,920,123

0 0 0 0

30,739,986 23,080,154 19,963,170 19,655,706
15,369,993 11,540,077 9,981,585 9,827,853

15,369,993 11,540,077 9,981,585 9,827,853

32,060,321 30,972,094 30,050,864 28,962,409

令和15年度令和12年度 令和13年度 令和14年度

△ 1,015△ 634 △ 753 △ 877



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　度 前々年度 前年度
区　　　　　分 （ 決 算 ） （ 決 算 ）
１． 1,700,000 1,000,000 3,400,000 3,700,000 15,000,000 0 0 0 0

２． 27,631,915 36,890,953 46,292,000 20,550,000 18,544,024 18,989,730 18,323,406 17,422,509 12,643,926
３． 0 0 0 0 18,047,383 18,412,052 17,866,877 17,129,780 13,220,030
４．
５．
６． 0 0 0 0 0 0 0 0 0
７．
８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0
９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 29,331,915 37,890,953 49,692,000 24,250,000 51,591,407 37,401,782 36,190,283 34,552,289 25,863,956
(B)
(C) 29,331,915 37,890,953 49,692,000 24,250,000 51,591,407 37,401,782 36,190,283 34,552,289 25,863,956

１． 15,305,915 17,291,151 19,206,000 13,946,000 17,875,000 2,875,000 2,875,000 2,875,000 2,875,000
0 0 0 1,243,000 1,593,190 256,247 256,247 256,247 256,247

２． 27,213,140 30,918,180 32,601,000 32,883,000 33,716,407 34,526,782 33,315,283 31,677,289 22,988,956
３．
４．
５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 42,519,055 48,209,331 51,807,000 46,829,000 51,591,407 37,401,782 36,190,283 34,552,289 25,863,956
(E) 13,187,140 10,318,378 2,115,000 22,579,000 0 0 0 0 0

１． 0 0 0 10,817,000 52,510,866 93,625,870 133,315,230 170,079,506 203,523,987
２． 0 0 1,746,000 7,283,550 △ 30,041,796 △ 67,861,144 △ 105,078,499 △ 140,318,991 △ 173,137,106
３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0
４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 0 0 1,746,000 18,100,550 22,469,070 25,764,726 28,236,731 29,760,515 30,386,881
13,187,140 10,318,378 369,000 4,478,450 △ 22,469,070 △ 25,764,726 △ 28,236,731 △ 29,760,515 △ 30,386,881

(G)
(H) 412,085,604 382,167,424 352,966,424 323,783,424 305,067,017 270,540,235 237,224,952 205,547,663 182,558,707

○他会計繰入金
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） 決 算
見 込

0 0 0 37,337,000 1,066,016 1,132,751 1,036,758 955,226 874,440
0 0 0 37,337,000 1,066,016 1,132,751 1,036,758 955,226 874,440

27,631,915 36,890,953 46,292,000 20,550,000 36,591,407 37,401,782 36,190,283 34,552,289 25,863,956
27,631,915 36,890,953 46,292,000 20,550,000 18,544,024 18,989,730 18,323,406 17,422,509 12,643,926

0 0 0 0 18,047,383 18,412,052 17,866,877 17,129,780 13,220,030
27,631,915 36,890,953 46,292,000 57,887,000 37,657,423 38,534,533 37,227,041 35,507,515 26,738,396

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金

本年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

工 事 負 担 金

令和11年度

他 会 計 補 助 金
他 会 計 負 担 金
他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他
計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金
そ の 他

計
資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

資
本
的
支
出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

本年度

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度令和6年度

資 本 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

年　　　　　度
区　　　　　分
１．

２．
３．
４．
５．
６．
７．
８．
９．

(A)
(B)
(C)

１．

２．
３．
４．
５．

(D)
(E)

１．
２．
３．
４．

(F)

(G)
(H)

○他会計繰入金
年　　　　　度

区　　　　　分

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

企 業 債
う ち 資 本 費 平 準 化 債
他 会 計 出 資 金

工 事 負 担 金

他 会 計 補 助 金
他 会 計 負 担 金
他 会 計 借 入 金
国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金
固 定 資 産 売 却 代 金

そ の 他
計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

他 会 計 へ の 支 出 金
そ の 他

計
資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金
利 益 剰 余 金 処 分 額
繰 越 工 事 資 金
そ の 他

計

資
本
的
支
出

建 設 改 良 費
う ち 職 員 給 与 費
企 業 債 償 還 金
他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)
他 会 計 借 入 金 残 高
企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分
う ち 基 準 内 繰 入 金
う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

（単位：円）

0 0 0 0

8,453,496 6,347,042 5,489,872 5,405,319
9,791,497 8,068,035 7,366,713 7,297,534

0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0

18,244,993 14,415,077 12,856,585 12,702,853

18,244,993 14,415,077 12,856,585 12,702,853
2,875,000 2,875,000 2,875,000 2,875,000

256,247 256,247 256,247 256,247
15,369,993 11,540,077 9,981,585 9,827,853

0 0 0 0
18,244,993 14,415,077 12,856,585 12,702,853

0 0 0 0
233,545,109 262,267,041 290,687,163 318,443,514

△ 203,371,654 △ 233,178,205 △ 263,422,928 △ 293,920,123
0 0 0 0
0 0 0 0

30,173,455 29,088,836 27,264,235 24,523,391
△ 30,173,455 △ 29,088,836 △ 27,264,235 △ 24,523,391

167,188,714 155,648,637 145,667,052 135,839,199

（単位：円）

798,315 733,126 673,712 627,105
798,315 733,126 673,712 627,105

18,244,993 14,415,077 12,856,585 12,702,853
8,453,496 6,347,042 5,489,872 5,405,319
9,791,497 8,068,035 7,366,713 7,297,534

19,043,308 15,148,203 13,530,297 13,329,958

令和15年度令和12年度 令和13年度 令和14年度

令和14年度 令和15年度令和12年度 令和13年度



給水人口(R4実績) 1,844人

計算期間
自 令和5年4月
至 令和10年3月

（5年間）

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

千円 千円 千円 千円

36,291 36,291

0 0

30,684 30,684

0 66,975 0 66,975

　最近１箇年
　間の実績

投資・財政計画
計上額（Ａ）

公費負担分
（Ｂ）

料金対象収支
（Ａ）－（Ｂ）

基 本 給 0

退 職 給 付 金 0

そ の 他 8,651 8,651

薬品費 251 251

動力費 4,703 4,703

修繕費 1,943 1,943

材料費 0 0

その他 15,096 15,096

2,072 8,115 -6,043

52,513 52,513

2,687 2,687

0 57,272 8,115 49,157

0 87,916 8,115 79,802

資産維持率0% 0

79,802

(X)／(（Y）＋（Z）)＊１００＝ 0.45

＜料金水準についての説明＞

料 金 (X)

原価計算表

収　　入　　の　　部

項 目

金　　　　　　　　額

給 水 装 置 工 事 費

そ の 他

合 計

支　　出　　の　　部

項目
金　　　　　　　　額

職
員
給
与
費

経
費

支 払 利 息

・本経営戦略では、令和7年度に10%の料金改定を予定しており、料金収入の改善が見込まれる。
・上記算定においては、料金対象経費に対する料金収入の割合が約45%となり、約55%の収入不足となる。
・料金回収率を改善するためには、大幅な料金改定が必要となり、利用者負担が大きくなるため本計画期間内では10%の改定に
　留めている。しかし、今後の財政状況や社会情勢に合わせ、計画見直しのタイミングで改めて料金水準について検討する必要がある。
・各年度の建設改良費は財政的に投資可能な金額を設定しており、その金額の範囲内で建設改良事業を行う方針である。そのため、
　建設改良費は将来の物価上昇で変動するものではないため、資産維持費は0円として検討する。

１　投資・財政計画計上額（Ａ）欄は、直近の料金算定期間内における平均値を記載すること。
２　起債償還額が減価償却額を超えるときは，当分の間，その差額を一般管理費のその他の欄に記載して差し支えないこと。
３　資産維持費は、将来の更新需要が新設当時と比較し、施工環境の悪化、高機能化（耐震化等）等により増大することが見込まれる場
合に、使用者負担の期間的公平等を確保する観点から、実体資本を維持し、サービスを継続していくために必要な費用（増大分に係るも
の）を、適正かつ効率的、効果的な中長期の改築（更新）計画に基づいて算定し、計上するもの。そのため、資産維持費（Ｚ）欄は、「水道料
金算定要領」（公益社団法人日本水道協会）を参考に、所有している資産の規模、経営環境等の実情に応じ、料金算定に適切に反映すべ
き費用を記載すること。

減 価 償 却 費

そ の 他

小 計

合 計 (Y)

資産維持費（Z）

料金対象経費（Y）＋（Z）



①収益的収支比率：平均値を下回ることとなり、地
方債償還金についても今後増える見込みであること
と、給水人口減少によりの給水収益が減収が見込ま
れることから、維持管理費等の費用の縮小に努める
とともに、料金の見直しについても適時行っていく
必要がある。
④企業債残高対給水収益比率：浄水場施設の更新、
改良等及び、管路更新などの大型事業が終了し、今
後は下降する見込みではあるが、給水収益も徐々に
減少するため、適正な料金改定が必要である。
⑤料金回収率：未収金対策の強化を進めており、今
後も適正な債権管理を進めていくとともに、料金の
見直しについても適時行っていく。
⑥給水原価：給水人口及び有収水の減少や地方償還
金の増額に伴い、今後は給水原価が高くなっていく
と思われる。維持管理費を見直していく必要があ
る。
⑦施設利用率：漏水により配水量が増加したため施
設利用率が高くなった。今後は漏水を解消し、適切
な施設規模になるように検討を行う。
⑧有収率：H29年度から大幅に低下しているが、ほ
とんどが漏水と考えられる。漏水の可能性がある地
区では、漏水調査を実施し、一部修繕工事も完了し
ているが、今後も計画的に漏水調査等を行い有収率
向上に努める。

2. 老朽化の状況について

③管路更新率：耐用年数が経過している管及び、漏
水事故の多発している管は、計画的に更新してお
り、今後も健全性を維持した計画を実施して行きま
すが、令和３年度からは浄水場施設の弁類等の更新
を重点的に実施しております。

2. 老朽化の状況

全体総括

　今後、施設の老朽化や給水人口の減少等に対応す
べく、更新に係る費用と経営状況、適切な施設規模
を把握し、健全・効率的な経営を行いつつ、計画的
に施設の更新を進めていく必要がある。
　そのため、平成28年3月に策定した八雲町水道事
業の基本計画としての位置づけである「八雲町水道
事業ビジョン」に基づいた経営に取り組んでいる。
　また、長期的に安定した経営をしていくために、
令和６年４月からの公営企業会計の適用を進めると
ともに、合わせて使用料改定について検討する。

647.02 【】 令和4年度全国平均

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

- 該当数値なし 12.37 3,630 1,844 2.85

当該団体値（当該値）

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
) － 類似団体平均値（平均値）

グラフ凡例
法非適用 水道事業 簡易水道事業 D4 非設置 15,050 956.08 15.74 ■

経営比較分析表（令和4年度決算）
北海道　八雲町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 0.30 1.11 0.29 0.00 0.00

平均値 0.53 0.71 0.72 0.40 0.59

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

100.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 92.50 88.22 86.60 73.03 63.06

平均値 77.91 79.10 79.33 69.05 67.02
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0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値

平均値
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0.10
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0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値

平均値

①収益的収支比率(％)
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0.90
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H30 R01 R02 R03 R04

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 912.94 1,050.77 1,073.26 1,047.55 1,007.99

平均値 1,007.70 1,018.52 949.61 1,125.25 1,157.05

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

90.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 80.04 81.78 73.73 69.23 60.10

平均値 59.22 58.79 58.41 41.44 37.65

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 255.71 248.13 283.74 304.04 349.15

平均値 292.90 298.25 303.28 403.61 442.82

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 50.63 49.97 58.27 64.59 62.45

平均値 56.76 56.04 58.52 51.46 51.84

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

80.00

H30 R01 R02 R03 R04

当該値 45.43 46.06 37.56 32.49 32.49

平均値 73.07 72.78 71.33 68.58 67.94

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【73.00】 【982.48】

【70.01】【56.15】【320.83】【50.61】

【0.52】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし


